
建築基準法に基づく「八王子市総合設計許可要綱」の改定について（概要） 
 
 

（１）総合設計制度の概要 
 
 

総合設計とは 

総合設計制度（建築基準法第 59 条の 2）とは、敷地内に歩行者が日常自由に通行又は利用できる空地（公

開空地）を設けるなど総合的な設計を行う建築物について、市街地環境の整備改善に資すると特定行政庁が

認めて許可した場合、容積率制限や斜線制限を緩和するものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）改定の内容 

① 「適用エリア」の拡大 

新たなエリアは「中心市街地環境整備区域」のうち商業地域及び近隣商業地域 ＋ 旧要綱適用区域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 「適用タイプ」の追加 

改定前は、商業ビルやオフィスビルに限った適用でしたが、改定後は、より幅広い建築物用途について制度

適用が可能となります。 

 

 

 

 

 

③ 「適用対象（前面道路の幅員）」の追加 

改定前は、制度が利用できる対象敷地が限られていましたが、改定後は、敷地内に幅員を確保するという選

択肢が増え、制度が利用できる対象敷地が増加します。 

 

 

 

④ 「容積率緩和に向けた整備メニュー」の追加 

中心市街地まちづくり方針では、まちなか居住を推進するための機能誘導、「第 2 次耐震改修促進計画」では

緊急輸送道路沿道の耐震化率の目標を定めるなど、各計画や方針、事業に基づき、これらの計画の実現に資

するものとして、本要綱では、新たに事業者が選択可能な内容に応じた容積率緩和の整備メニューを設定し

ました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 「中心市街地まちづくり方針への誘導に向けた条件と支援策」の追加 

中心市街地まちづくり方針への誘導に向け、制度適用にあたって条件を付すとともに、中心市街地の将来を

見据えた取組みや、地域のより一層のにぎわい向上に資する取組みについて容積率緩和などの評価により、

建替えを支援します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業務商業育成型 中心市街地まちづくり方針の土地利用方針の誘導のため、方針に適合する

建築物に適用 

市街地住宅型 まちなか居住の推進のため、住宅を主とした用途の建築物に適用 

一般型 上記以外のすべての用途の建築物に適用 

斜線制限の緩和 

公益施設の整備 

公開空地の整備 

敷地の集約化 

緩和メニュー整備

による割増し 
 
 

道路幅員が狭く、形態の制限が厳しい。 

旧耐震基準の建築物が多数存在する。 

斜線制限や、整備内容に応じて容積率が割増されるこ

とで、より延床面積の多い建築物が可能。 

建替えにより建築物の安全性が高まることに加え、空

地が生まれ、にぎわいの場創出や防災性が向上する。 

建築主（事業者） 

地域 

狭小な敷地 

斜線制限による 

形態制限 

業務・商業 

幅員８ｍ以上 

幅員８ｍ以上 

＋ 

幅員６ｍ以上に２ｍ以上の歩道状空地を設置 

最低限度以上の 

公開空地の設置 

・子育て支援施設 

・高齢者福祉施設 

・障害者福祉施設  など 

最低限度以上の公開空地の設置 

・緊急輸送道路沿道の建替え 

・敷地の集約化 

・一時滞在施設の整備 

・熱負荷の低い設備 

・設備システム全体の 

エネルギー利用の低減 

・再生可能エネルギー等の利用 

（Ａ）公益施設の整備 

（Ｂ）防災対策 

（Ｃ）高い環境性能の実現 

◆公開空地の整備 

◆公開空地の整備 

割り増した容積率の 2 分の１以上は、中心市街地まちづ

くり方針の土地利用の方針に適合すること 

（Ａ）地域の方針にあった建築物の利用促進 

ペデストリアンデッキが接続する人工地盤も公開空地と

して評価 

（Ｂ）将来を見据えた取組みへの支援 

地域での利用が可能 

＋ 

地区まちづくり推進条例に基づくまちづくり協議会によ

る地区まちづくり活動では自由な活用が可能 

（Ｃ）地域と一体となった活用 

緩和に よる 

割増 容積率 新

旧

平成 29 年 4 月 1 日より施行 


